
結 果 の 概 要  
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Ⅰ．市町村内総生産（生産側） 

ⅰ．経済の規模と成長率 

平成25年度の鳥取県における県内総生産（名目）は1兆7,676億円で、対前年度増加

率は 7 年ぶりのプラスとなった。プラス成長に寄与したのは鳥取市をはじめとした建

設業などであった。地域別に見ると、市町村内総生産は11市町村でプラス、2町で横

ばい、6市町村でマイナスとなった。特に江府町・岩美町・智頭町が大幅なプラスとな

った。 

概況 

 市町村内総生産（名目）の最大は鳥取市の6,340億円、最小は若桜町の80億円。 

 対前年度増加率は、11市町村でプラス、2町で横ばい、6市町でマイナス。 

 圏域別では、東部が6年ぶり、中部が2年ぶり、西部が3年連続でプラス。 

 

 

6,340 

5,023 

1,636 

1,176 

507 384 299 292 291 267 254 241 190 178 168 134 110 107 80 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

鳥
取
市

米
子
市

倉
吉
市

境
港
市

琴
浦
町

大
山
町

北
栄
町

湯
梨
浜
町

岩
美
町

八
頭
町

伯
耆
町

江
府
町

南
部
町

三
朝
町

智
頭
町

日
吉
津
村

日
南
町

日
野
町

若
桜
町

平成25年度市町村内総生産（億円）

20.5 

16.0 
13.7 

5.1 
2.8 2.2 1.7 0.9 0.7 0.4 0.3 0.0 

-0.0 -0.4 -0.9 
-2.0 -2.0 -2.5 

-4.2 

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

江
府
町

岩
美
町

智
頭
町

若
桜
町

琴
浦
町

境
港
市

日
吉
津
村

湯
梨
浜
町

米
子
市

南
部
町

倉
吉
市

三
朝
町

八
頭
町

日
野
町

鳥
取
市

伯
耆
町

北
栄
町

大
山
町

日
南
町

平成25年度市町村内総生産の対前年度増加率（％）

鳥取県 0.6



5 

 

 

東部圏域 

 市町村内総生産（名目）の対前年度増加率は、5市町のうち3町でプラス、1町で横ばい、1市でマ

イナス。 

 東部圏域全体としては、小幅ながら7年ぶりのプラス。 

 鳥取市は、建設業が大幅に伸びた一方で、製造業が大幅に落ち込んだことに加え、第三次産業

も落ち込んだことなどから、小幅ながら7年連続のマイナス。 

 岩美町は、建設業、製造業が大幅に伸びたことに加え、第三次産業の多くも押し上げたことか

ら、2年ぶりの大幅なプラス。 

 若桜町は、第三次産業が落ち込んだが、建設業などが大幅に伸びたことなどから、3 年ぶりの

大幅なプラス。 

 智頭町は、第三次産業が落ち込んだが、建設業などが大幅に伸びたことなどから、2 年ぶりの

大幅なプラス。 

 八頭町は、建設業が押し上げたが、第一次産業と第三次産業が落ち込んだことから、横ばい。 
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中部圏域 

 市町村内総生産（名目）の対前年度増加率は、5市町のうち3市町でプラス、1町で横ばい、1町で

マイナス。 

 中部圏域全体としては、2年ぶりのプラス。 

 倉吉市は、第三次産業が落ち込んだが、製造業が大きく押し上げたことなどから、2 年ぶりの

プラス。 

 三朝町は、建設業などが大きく落ち込んだが、サービス業などが大きく押し上げたことなどか

ら、横ばい。 

 湯梨浜町は、農業などが落ち込んだが、サービス業、建設業が大きく押し上げたことなどから、

2年ぶりのプラス。 

 琴浦町は、農業などが落ち込んだが、製造業、建設業が大きく押し上げたことなどから、2 年

ぶりのプラス。 

 北栄町は、電気・ガス・水道業などが押し上げたが、農業、製造業など多くが落ち込んだこと

などから、7年連続のマイナス。 
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西部圏域 

 市町村内総生産（名目）の対前年度増加率は、9 市町村のうち 5 市町村でプラス、4 市町でマイナ

ス。 

 西部圏域全体としては、3年連続のプラス。 

 米子市は、卸売・小売業、サービス業が押し上げたことなどから、3年連続のプラス。 

 境港市は、不動産業などが落ち込んだが、建設業、製造業などが押し上げたことから、2 年ぶ

りのプラス。 

 日吉津村は、建設業が落ち込んだが、卸売・小売業などが押し上げたことから、4 年連続のプ

ラス。 

 南部町は、農業などが落ち込んだが、製造業が大きく押し上げたことなどから、2 年ぶりのプ

ラス。 

 伯耆町は、卸売・小売業、サービス業などが押し上げたが、建設業などが大きく落ち込んだこ

とから、3年ぶりのマイナス。 

 大山町は、卸売・小売業などが押し上げたが、製造業、農業などが大きく落ち込んだことから、
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2年連続のマイナス。 

 日南町は、建設業、農業などが落ち込んだことから、2年連続のマイナス。 

 日野町は、製造業などが落ち込んだことから、小幅ながら2年連続のマイナス。 

 江府町は、建設業、製造業が大幅に伸びたことなどから、3年連続の大幅なプラス。 
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ⅱ．産業構造 

平成25年度の鳥取県における県内総生産（名目）の内訳は、前年度同様、第三次産業

が全体の約 8 割を占めた。製造業の構成比は縮小傾向が見られ、地域的に見ると、東

部圏域は特に顕著である。 

概況 

 県内総生産（名目）の経済活動別構成比は、サービス業が最大、続いて政府サービス生産者。 

 県全体と比べ、中部圏域ではサービス業、西部圏域では卸売・小売業などの構成比が大。 

 東部圏域では、引き続き製造業の構成比が縮小傾向。 
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平成25年度市町村内総生産の経済活動別構成比：圏域別（％）

経済活動の項目名の一部を、次の

とおり略記している。 

政府サービス＝政府サービス

生産者 

民間非営利サービス＝対家計

民間非営利サービス生産者 

税移転＝輸入品に課される消

費税－総資本形成にかかる消

費税 

構成比が 3％未満のものについて

は、数値の表記を省略している。

（以下、同様） 
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東部圏域 

 県全体と比べ、岩美町、若桜町、智頭町の建設業、八頭町の政府サービス生産者などの構成比が大。 

 

中部圏域 

 県全体と比べ、北栄町の農林水産業、琴浦町の製造業、三朝町のサービス業などの構成比が大。 
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4.8

8.4

9.5

農林水

産業
鉱業

10.5

13.7

6.4

20.2

製造業

7.3

5.2

5.4

6.7

9.1

6.5

建設業

3.5

3.3

5.0

3.5

5.1

5.0

電気・

ガス・

水道業

10.5

9.7

5.2

7.1

6.7

9.8

卸売・

小売業

4.6

4.5

3.2

3.4

金融・

保険業

15.3

13.8

14.1

18.7

13.5

15.2

不動産業

3.2

3.3

3.9

6.6

運輸業

3.2

3.9

3.6

情報

通信業

20.4

25.0

38.9

22.7

11.8

17.6

サービス

業

15.7

14.3

13.6

18.9

13.5

16.4

政府

サービス

3.5

民間

非営利

サービス

税移転

0 20 40 60 80 100

鳥取県

倉吉市

三朝町

湯梨浜町

琴浦町

北栄町

（凡例）

平成25年度市町村内総生産の経済活動別構成比：中部圏域（％）



11 

西部圏域 

 県全体と比べ、大山町、日南町の農林水産業、南部町、江府町の製造業、日吉津村の卸売・小売業、

日野町の政府サービス生産者などの構成比が大。 
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平成25年度市町村内総生産の経済活動別構成比：西部圏域1（％）
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ⅲ．地域別シェア 

平成25年度の鳥取県における市町村内総生産（名目）は、前年度同様、県全体の約8

割が市部に集中した。圏域別に見ると、東部と西部がそれぞれ県全体の 4 割強を占め

た。産業別では、第二次産業における東部圏域のシェアが縮小傾向にある。 

 市町村内総生産（名目）の地域別シェア＊は、鳥取市が最大で35.9％、続いて米子市が28.4％、倉

吉市は9.3％、境港市は6.7％。市部合計では80.2％。 

 圏域別では、西部が最大で43.1％、続いて東部40.4％、中部は16.5％。 

 第一次産業では、境港市が最大のシェアで16.8％。とくに水産業では80.8％。 

 第二次産業では、鳥取市が最大で34.6％。製造業でも最大。ただし、ともに前年度より縮小。 

 第三次産業では、鳥取市が最大のシェアで36.8％、続いて米子市が30.6％。 
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Ⅱ．市町村民所得（分配側） 

ⅰ．所得水準 

平成25年度の鳥取県における県民所得（名目）は1兆3,497億円で、対前年度増加率

は 2 年連続のプラスとなった。プラス成長に寄与したのは、西部圏域で雇用者報酬や

企業所得が増加したことなどであった。1人当たり市町村民所得＊についても、いずれ

の圏域でもプラスとなった。 

 圏域別の市町村民所得（名目）は、西部が最大で5,759億円、東部が続いて5,480億円、中部は2,258

億円。 

 圏域別の対前年度増加率は、東部が7年ぶり、西部が3年連続のプラスの一方、中部は2年ぶりの

マイナス。 

 東部圏域は、雇用者報酬と企業所得が大幅プラスに加え、財産所得もプラス。 

 中部圏域は、雇用者報酬と財産所得がプラスの一方、前年度に伸びた企業所得が大幅マイナス。 

 西部圏域は、雇用者報酬と企業所得が大幅プラスに加え、財産所得もプラス。 

 圏域別の1人当たり市町村民所得（名目）は、西部が最大で243万円、続いて東部が234万円、中

部は213万円。 

 圏域別の対前年度増加率は、西部が3年連続、東部と中部が2年連続のプラス。 

  

＊1人当たり市町村民所得＝市町村民所得÷総人口 

分子となる市町村民所得は、各市町村民の雇用者報酬、財産所得、企業所得を合計したもの。

一方、分母となる総人口は、就業者だけでなく、子どもや高齢者､その他の非就業者も含む。

そのため、1人当たり市町村民所得は、賃金水準や個人の所得水準を直接示すものではない。 



14 

 

-5

0

5

平成21 22 23 24 25年度

市町村民所得の対前年度増加率の推移：圏域別（％）

鳥取県 東部 中部 西部

 

-3

-2

-1

0

1

2

3

鳥
取
県

東
部

中
部

西
部

平成25年度市町村民所得の対前年度増加率

に対する部門別寄与度：圏域別（％）

雇用者報酬

財産所得

企業所得

対前年度増加率

 

2,278 2,273 2,261 2,274 

2,337 

2,104 2,100 
2,076 

2,121 2,132 

2,315 2,301 
2,338 2,354 

2,428 

1,500

2,000

2,500

平成21 22 23 24 25年度

1人当たり市町村民所得の推移：圏域別（千円）

東部

中部

西部

 



15 

ⅱ．所得構成 

平成25年度の鳥取県における県民所得（名目）の内訳は、前年度同様、賃金・俸給な

どが含まれる雇用者報酬が全体の 7 割弱を占めた。圏域別に見ると、全体として地域

差は大きくない。 

 県民所得（名目）の項目別構成比は、雇用者報酬が最大で 67.8％、続いて企業所得が 28.6％、財

産所得は3.6％。 

 県全体と比べ、中部圏域は雇用者報酬、西部圏域は企業所得の構成比がわずかに大。東部圏域はほ

ぼ同じ。 
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